学術指導に関する契約書
　●●●●株式会社（以下「甲」という）と国立大学法人山形大学（以下「乙」という）は、次の各条によって学術指導に関する契約（以下「本契約」という）を締結するものとする。
（指導内容）
第１条　乙は、甲に対して次の内容について指導を行うものとする。
　（１）指導題目：●●●●●●●●●●●●
　（２）指導目的及び内容：●●●●●●●●●●●●
　（３）指導担当者：●●●学部　教授　●●●●
　（４）指導期間及び指導時間：　　●●年●●月●●日～　　●●年●●月●●日
　　　　　　　　　　　　　　　（年・月・週　●回程度、１回当たり●時間程度）
２．甲及び乙は、前項の内容を変更する場合、別途協議するものとする。

（学術指導料）

第２条　甲は、乙に対して次に定める学術指導料を支払うものとする。
　（１）学術指導料：　　　　　　  円（税込）

(うち直接経費：　　　　　　　円)

（うち間接経費：　　　　　　　円）

２　乙が本学術指導を行うために要する交通費、宿泊費等の経費は、全て前項の対価に含まれ
　るものとする。
３　甲は、第１項に掲げる学術指導料を国立大学法人山形大学法人本部出納命令役の発する請求書に基づき、当該請求書の発行日の翌日から３０日以内に納付しなければならない。但し、甲は所定の納付期限までに第１項の学術指導料を納付しないときは、納付期限の翌日から納付の日までの日数に応じ、その未納額に年５％の割合で計算した延滞金を納付しなければならない。
（経理）
第３条　前条の学術指導料の経理は、乙が行う。
（誠実義務）
第４条　乙は、誠実に指導を遂行するものとする。

２　甲は、乙の指導に誠意をもって協力するものとする。
（権利の帰属）
第５条　契約期間中に知的財産権が生じた場合は甲及び乙で別途協議するものとする。

（秘密の保持）

第６条　甲及び乙は、本契約に関して知り得た相手方に関する情報であって秘密である旨の表示が明記されたもの（以下「秘密情報」という）を秘密として保持し、第三者に開示及び漏洩してはならない。ただし、次の各号に該当するものを除く。
　（１）秘密情報知得時に、すでに公知公用であることを証明し得るもの。

　（２）秘密情報知得時に、すでに自己が所有していたことを証明できるもの。

　（３）自己の過失なくして公知になったもの。

　（４）第三者への開示に際し、事前に相手方の書面による許諾を得たもの。

　（５）公的機関より、適法に開示を要求されたもの。
２　前項の有効期間は、第１条の指導開始の日から指導終了完了後又は中止後３年間とする。

　但し、甲乙協議の上、この期間を延長し、又は短縮することができるものとする。

（免責）

第７条　乙は、本学術指導に基づく商品の販売、役務の提供その他甲の事業活動の結果について、何ら保証せず、また、当該甲の事業活動に起因する損害について、一切責任を負わないものとする。
（解約及び変更）
第８条　甲及び乙は、双方合意の上、本契約の全部又は一部を解約又は変更することができるものとする。
２　解約時の費用については別途協議の上決定するものとする。
３　本条第１項及び第２項並びに第９条に拘わらず、不可抗力により第１条の履行が不能となった場合には、本契約は終了するものとし、不能となった時点までに甲から乙に支払われた金員につき、乙から甲への返還を要しないものとする。
（契約の有効期間）

第９条　本契約の有効期間は、第１条第１項第４号に定める期間とする。ただし、本契約の失効後も、第５条から第７条までの規定は、当該条項に定める期間又は対象事項が全て消滅するまで有効に存続するものとする。

（裁判管轄）
第１０条　本契約に関する訴えは、山形地方裁判所の管轄に属するものとする。
（協議解決）
第１１条　本契約に定めなき事項又は本契約の解釈についての疑義を生じた場合、甲及び乙は、信義誠実の原則に則り、相互に協議の上で円満なる解決を図るよう努力するものとする。
本契約成立の証として本書２通を作成し、甲乙記名捺印の上で各１通を保有するものとする。
　　　　　●●年●●月●●日

　　　　　　　　　　　　　　　 甲　住所
                                   会社名
                                   代表者　　●●●●●　　●　●　●　●　　印
　乙　山形県●●●
　　　　　　　　　　　　　　●●キャンパス長　　●　●　●　●　　印
